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第45回 社会保障審議会医療保険部会

議事次第

平 成 23年 9月 16日 (金 )

10時 00分 ～ 12時 00分

場所 :グランドアーク半蔵門 「華の間」

(議 題)
1.次 回の診療報酬改定に向けた検討について

2.社 会保障 0税一体改革成案における高額療養費の見直し等のセー

フティーネット機能の強化、給付の重点化について

.    (配
布資料)

|     【 議題 1について】

1      資 料 1 次 期診療報酬改定の基本方針の検討について
1      資 料 2 過 去の診療報酬改定の基本方針における視′点等
1      資 料 3 平 成 22年度診療報酬改定の基本方針

1      資 料4 平 成 22年度診療報酬改定の基本方針への対応状況について

1      資 料 5-1 次 期診療報酬改定の基本方針の検討について (参 考資料)

1      資 料 5■ 2 被 災地の医療機関等に対する診療報酬上の緩和措置につい

て

資料 6 社 会保障審議会医療保険部会 (平成 23年 7月 21日 )に おける

各委員の発言要旨

【議題 2について】

資料 7 社 会保障 ・税一体改革成案における高額療養費の見直し等のセ
ーフティーネット機能の強化、給付の重点化関係
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次期診療報酬改定の基本方針の検討について

1.こ れまでの基本方針

これまでの診療報酬改定の基本方針においては、「改定の視点」等を定めると

ともに、この 「視点」を踏まえた改定の 「方向」を定めている。

(1)平 成 18年 度改定

改定の 「視点」として以下の4点 を定め、24時 間診療ができる在宅医療に

係る評価や、患者の状態像に応じた慢性期入院医療の評価等の 「方向」を定め

た。

① 患 者から見て分かりやすく、患者の生活の質の向上 (QoL)を 高める医

療を実現する視点

② 質 の高い医療を効率的に提供するために医療機能の分化:連携を推進する

視点

③ 我 が国の医療の中で今後重点的に対応していくべきと思われる領域の評

価の在り方について検討する視点

④ 医 療費の配分の中で効率化余地があると昼われる領域の王価の在り方に
ついて検討する視点

(2)平 成 20年 度改定

平成 18年 度改定の 「基本的な医療政策の方向性」や 「視点」等を継承する

とともに、「産科や小児科をはじめとする病院勤務医の負担の軽減」を緊急課

題として位置づけ、ハイリスク妊産婦への対応に係る評価や、病院勤務医の事

務負担の軽減に係る評価等の 「方向」を定めた。

(3)平 成 22年 度改定

我が国の医療がおかれた危機的な状況を解消するため、重点課題として、

① 救 急、産科、/JN児、外科等の医療の再建

② 病 院勤務医の負担の軽減 (医療従事者の増員に努める医療機関への支援)

を定め、地域連携による救急患者の受入れの推進の評価や、医療クラークの配

置の促進等の医師の業務そのものを減少させる取組に対する評価等の 「方向」

を定めた。

また、改定の 「視点」としては、平成 18年 度改定及び平成20年 度改定に

おける 「視′点」も踏まえつつ、

① 充 実が求められる領域を適切に評価していく視点

② 患 者からみて分かりやすく納得でき、安心_1安全で生活の質にも配慮した

医療を実現する視点



③ 医 療と介護の機能分化と連携の推進等を通じて、質が高く効率的な医療を

実現する視点

④ 効 率化余地があると思われる領域を適正化する視点

の4点 を定め、それぞれ、がん医療の推進、認知症医療の推進等に対する評価、

患者一人一人の心身の特性や生活の質に配慮した医療の実現等に対する評価、

在宅医療や訪問看護、在宅歯科医療の推進など、医療と介護の機能分化と連携

などに対する適切な評価、市場実勢価格を踏まえた医薬品 ・医療材料 ・検査の

適正な評価等の 「方向」を定めた。

以上のような、過去に掲げてきた医療提供体制の充実及び適正な医療保険制度
の運営に必要な視点を踏まえつつ、今回の診療報酬改定の墨本方針においては、
どのような 「視点」や 「方向」を盛り込むべきか、ご議論いただきたい。

|

2.次 期改定に向けた背景及び論点等

|○ 誰 もが安心して質の高い医療を受けることができるとともに、限られた医療

1 資 源や財源を重点的かつ効率的に投入するために、前回の4つ の 「視′点」につ

| い て引き続き今回も 「視点」として位置付けてはどうか。その際、修正するベ

| き 点はあるか。また、それぞれの具体的な検討の 「方向」については、どのよ

| う なものが考えられるか。

lo ま た、今股の診療報酬改定は、 6年 に1度の介護報酬との同時改定であり、

1 医 療・介護の機能分化の推進及び地域における連携体制の構築に向けた評価の

1 在 り方の検討について、どのように基本方針に位置付けていくべきか。
|

|○ こ うした検討において、社会保障・税一体改革成案 (平成 23年 6月 30日政

1 府
・与党社会保障検討本部決定)に おいて掲げられている、今後の医療 ・介護

| の あるべき姿として、病院 ・病床機能の分化 ・強化と連携や、在宅医療の充実

1 等 についてどのように踏まえていくか。

|○ さ らに、東日本大震災による被災により明らかとなつた、災害時における医

1 療 提供体制の問題点等を踏まえた災害に強い医療の在り方に関する評価や、被

1 災 地への診療報酬上の対応の在り方について基本方針に位置付ける必要があ

| る のではないか。



「視′点」や 「方向」の例

(視′点の例)

● 医 療機関等の機能分化、質が高く効率的な医療の提供

● 患 者からみて分かりやすく納得でき、安心 ・安全で、生活の質に配慮 し

た医療

(方向の例)
・ 高度急性期、急性期等の病院機能にあわせた入院医療の評価
・ 慢性期入院医療の適正な評価
。 医療従事者の負担軽減に向けた評価の在 り方 (勤務体制等の改善の評

価、外来診療の適正な評価、医師 と病棟薬剤師等の他職種 と役割分担 と

連携等の評価)

(視点の例)

● 充 実が求められる領域を適切に評価 していく視点

(方向の例)
・ 身体疾患を合併する精神疾患救急患者への対応等急性期の精神疾患に

対する医療の適切な評価
・ 認知症の早期診断等、認知症に対する精神科医療の適切な評価
・ 緩和ケア、小児がんを含む、がん医療の適切な評価
・ 生活の質に配慮した歯科医療の適切な評価
・ 手術等の医療技術の適切な評価
・ 医薬品、医療材料等におけるイノベーションの適切な評価  等

(視点の例)

● 効 率化余地がある領域を適正化する視点

(方向の例)
・ 後 発医薬品の使用促進
・ 市場実勢価格等を踏まえた医薬品、医療材料等の評価 等

【医療と介護の機能強化 ・連携に関するもの】
・ 在宅医療を担う医療機関の役割分担や連携の評価
・ 早期の在宅療養への移行、地域生活への復帰に向けた取組の評価
・ 在宅での療養の質の向上に向けた在宅歯科、在宅薬剤管理の充実
・ 退院直後等の医療ニーズの高い者への重点化等の訪問看護の充実
・ 維持期のリハビリテーション等における医療 ・介護の円滑な連携
・ 介護施設における医療提供の評価の在り方



【東日本大震災を踏まえた災害対応に関するもの】
。 今後の災害対策の充実を促進するための評価の在り方
・ 補助金や補償との役割分担を踏まえた被災地における診療報酬上の

対応策
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過去の診療報酬改定の基本方針における視点等

平成18年 改定 押嘱″0年改定

重
点
課
題
等

・ハイリスク妊産帰や母胎搬送への対応の充実
・小児医療について専門的は医晨を提供する医療機関の評価
・診療所における夜間開業の評価
・大病院が入院医療の比率を高めることの優進策
・医師以外の者!球る書類作成等の体制の促進

・地域連携による救急患者の受入れの推進
・救急患者を受け入れる医療機関に対する評価
。新生児等の救急搬送を担う医師の活動の評価
。後方病床、在宅療姜の機能強化
・手術の適正評価

。医師以外の医療職が担う役割の評価
・医晨職以外が担う役割の評価
。医療クラークの配置の促進
・地域の医療・介護関係職種の連携の評価

視

点

・診療報酬の名称等の位置づけを含めた分かりやすい診療報酬体系への見
直し
・領収書の発行の義務付けを視野に入れた患者への情報提供の推進
・生活習慣病等の■症化予防の推進

・明細書を発行する仕組み
・分かりやすさの観点からの鰺僚報酬体系や個々の評価項目の算定要件の見直L
・がん医療などについて,質を確保しつつ外来医療への移行を図るための評価
・夕刻以降の診療所の開業の評価
・地域単位での薬局における調剤の休日夜間や24時間対応の体制などに対する
評価

・診療報酬を患者等に分かりやすいものにすることの検討
。医療安全対策の推進に対する評価
・患者―人―人の心身の特性や生活の質に配慮した医療の実現に対する評
価
・疾病の三症化予防などに対する適切な評価

24時間診療ができる在宅医療や終末期医療への対応に係る評価
平均在院日数の短縮の促進に資する入院医療の評価
DPCの支払対象病院の拡大
病院と診療所の初再診料の格差等の外来医療の評価の在り方の検討

・診断群分類別包括評価(DPC)の支払対彙病院の在り方、拡大等
・提供された医療の結果により■を諄価する手法
・7対1基本料等について医療ニーズに着目した評価
・医療関係者間の連携や、介護・福祉関係者との連携.在宅歯科医療、訪間薬剤
指導、訪間看護等の充実を含め、在宅医療が更に推進されるような評価
・歯や口腔機能を長期的に維持する技術等についての評価

・質が高く効率的な急性期入院医療や回復期リハビリテーション等の推進に
対する評価
。在宅医療や訪間看護、在宅歯科医療の推進
・介護職組も含めた多職種間の連携などに対する適切な評価

・産科や小児科、救急医料等の適切な評価
。「化の集中的な推進
。医療技術のについて、難易度、時間、技術力等を踏まえた適切な評価と保
険導入手続の透明化。明確化

・がん医療の均てん化や饉和ケアの推進等のための評価
・脳卒中にかかる発症後早期の治僚体制や地域連携クリティカルバスを用いた円
滑な医療提供体制の構築等に向けた諄価
・救急搬送された自殺企□への自穀防止のための精神嚇医を含めた総合的な鰺
僚の評価
・子どもの心の問題に係る外来鰺療や専門的な医療機関の評価
。医療安全の更なる向上のためための新しい取組に対する評価
。医薬品、医療機器に係るイノベーションの評価と後発医薬品の更なる使用促進
・「化の積極的な推進

・がん医療の推進
・鳳知症医療の推進
。新型インフルエンザや結核等の感染症対策の推進
・肝贅対策の推進
・質の高い精神科入院医療の推進
。歯科医療の充実
・新しい医姜技術や医薬品等についての、イノベーションの適切な評価

・慢性期入院医療の評価
・入院時の食事に係る8T価
・外来医療における不適切な頻回受診の抑制のための評価
・コンタクトレンズ診曇等における不適切な検査の適正化のための評価
・かかりつけ歯科医.かかりつけ薬局の本来の趣旨に即した適正な評価
。後発医薬品の使用促進
・医薬品、医療材料、検壺の市場実勢価格等を踏まえた評価

・相対的に治僚効果が低くなつた技術等は、新しい技術への置き換えが着実に進
むような適正な評価
・後発医薬品の更なる使用促進のための仕組みや環境整備の方策
・医薬品、医療材料、検壺等の市場実勢価格等を踏まえた適正な諄価

・後発医薬品の使用促進
・市場実勢価格調査等を踏まえた。医薬品・医療材料・検査の適正評価
・相対的に治療効果が低くなつた技術について、新しい技術への置き換えが
着実に進むような適正な評価
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平成22年 度診療報酬改定の基本方針

: 平 成22年 度診療報酬改定に係る基本的考え方

1.基 本田餞 ・重点課題等            ・

○ 医 療は、国民の安心の基盤であり、:国民一人一人が必要とする医療を適切

に受けられる環境を整備するため、医療提供者や行政、保険者の努力はもち

ろんのこと、患者や国民も適切な受診をはじめとする協力を行うなど、各人

がそれぞれの立場で不断の取組を進めていくことが求められるところであ

る。

○ 我 が国の医療費が国際的にみてもGDPに 対して極めて低水準にあるな

かで:こ れまで医療現場の努力により、効率的で質の高い医療を提供してき

たところであるが、高齢化の進展による患者増などにより、医療現場は疲弊

してきている。

○ 前 回の診療報酬改定においても、こうした医療現場―の疲弊や医師不足など

の課題が指摘される中で所要の改定が行われたところであるが、これらの課

題は必ずしも解消しておらず、我が国の医療は、依然として危機的な状況に

置かれている。

○ こ のような状況については、前回改定の改定率が必ずしも十分でなかった

ために、医療現場が抱える各種の課題が解消できなかつたと考えられること

から、今回の改定においては、医療費全体の底上げを行うことにより対応す

べきであるとの意見があつた。一方で、賃金の低下や失業率の上昇など、国

‐民生活も厳しい状況に置かれており、また、保険財政も極めて厳しい状況に

ある中で、医療費全体を引き上げる状況にはなく、限られた財源の中で、医

療費の配分の大幅な見直しを行うことにより対応すべきとの意見があつた。

また、配分の見直しのみでは医療危機を食い止めることは困難なところまで

きているので、今回は医療費全体の底上げと配分の見直しの両者により対応

すべきとの意見があつた。

ｐ
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○ こ のょうな議論を踏まえた上で、平成 22年 度診療報酬改定においては、

「救急、産科、小児、外科等の医療の再建」及び 「病院勤務医の負担の軽減

(医療従事者の増員に努める医療機関への支援)」 を改定の重点課題として

取り組むべきである。

○ ま た、その際には、診療報酬だけで現在の医療が抱える課題の全てを解決

できるものではないことから、診療報酬が果たすべき役割を明確にしつつ、

地域特性への配慮や使途の特定といった特性を持つ補助金をはじめとする

他の施策との役割分担を進めていくべきである。

2.改 定の視点

○ 「救急、産科、小児、外科等の医療の再建」、「病院勤務医の負担の軽減 (医

療従事者の増員に努める医療機関への支援)」といった重点課題以外にも、

がん対策や認知症対策など、国民の安心 ・安全を確保していく観点から充実

が求められている領域も存在している。

このため、「充実が求められる領域を通切に評価していく視点」を今回の

診療報酬改定の視点の一うとして位置付けるべきである。

○ 一 方、医療は、これを提供する側と受ける側との協働作業であり、患者が

必要な情報に基づき納得した上で医療に参加していける環境を整えること

や、安全であることはもちろん、生活の質という観点も含め、患者■人下人

| の 心身の状態にあつた医療を受けられるようにすることが求められる。

このため、f息者から見て分かりやすく納得でき、安心 「安全で、生活の

■にも配慮した医療を実現する視点」を今回の診療報酬改定の視点の下つと

,し て位置付けるがきである。

○ ま た、患者の視点に立った場合、質の高い医療をより効率的に受けられる

ようにすることも求められるが、これを実現するためには、国民二人一人が

日頃から自らの健康管理に気を付けることはもちろんのこと、生活習慣病等

の発症を予防する保健施策との連携を図るとともに、医療だけでなく、介護

も含めた機能分化と連携を推進していくことが必要である。

このため、「医療と介饉の機能分化と連携の推進尊を通じて、質が高く効

率的な医療を実現する視点」を今回め診療報酬改定の視点の
二つとして位置



付けるべきである。

○ 次 に、医療を支える財源を考えた場合、医療費は保険料や公費、患者負担

を財源 としてお り、国民の負担の軽減の観点から、効率化の余地があると思

われる領域については、その適正化を図ることが求められる。

このため、「効■jLの余地があると思われる領域を適正化する視点」を今

回の診療報酬改定の視点の一つとして位置付けるべきである。

E 平 成22年 度診療報酬改定の基本方針 (2つ の重点課■と4つ の観点から

1.重 点課題

(1)救 急、産科、小児、外科等の医療の再建

○ 我 が国の医療が置かれている危機的な状況を解消し、国民に安心感を与え

る医療を実現していくためには、それぞれの地域で関係者が十分に連携を図

りつつ、救急、産科、小児、外科等の医療を適切に提供できる体制をさらに

充実させていくことが必要である。

○ こ のため、地域連携による救急患者の受入れの推進や、小児や妊産婦を含

めた救急患者を受け入れる医療機関に対する評価、新生児等の救急搬送を担 う

医師の活動の評価や、急性期後の受け皿としての有床診療所も含めた後方病

床P在宅療養の機能強化、手術の適正評価などについて検討するべきである。

(2)病 院勤務医の負担の経重 (医療従事者の増員に勢める医農機関への支援)｀

○ ま た、救急、産科、小児、外科等の医療を適切に提供できる体制を充実さ

せていくためにも、これらの医療の中心的役割を担 う病院勤務医の過酷な業

務に関する負担の軽減を図ることが必要であり、そのためには、これらの医

療を担 う医療機関の従事者の確保や増員、さらには定着を図ることが出来る

ような環境を整備することが必要である。      .

○ こ のため、看護師や薬剤師等医師以外の医療職が担 う役割の評価や、看護

補助者等医療職以外の職員が担 う役割の評価など、入院医療の充実を図る観

点からの評価について検討するとともに、医療クラァクの配置の促進など、

医師の業務そのものを減少 させる取組に対する評価などについて検討する

べきである。



○ ま た、診療所を含めた地域の医療機関や医療 0介護関係職種が、連携しつ

つ、それぞれの役割を果たしていけるような仕組みが適切に機能することがt

病院勤務医の負担の軽減につながると考えられることから、この点を踏まえ

た診療報酬上の評価について検討するべきである。

2.4つ の視点        ‐

(1)充実が求められる領城を適切に評価していく視点     :

○ 国 民の安心 ・安全を確保していくためには、我が国の医療の中で充実が求

められている領域にういては、診療報酬においても適切に評価していくこと

が求められる。

○ こ のため、がん医療の推進や認知症医療の推進、新型インフルエンザや結

核等の感染症対策の推進や肝炎対策の推進、質の高い精神科入院医療の推進

や歯科医療の充実などに対する適切な評価にういて検討するべきである。

○ 上 方t手 術以外の医療技術の適正評価についても検討するとともに、新し

い医療技術や医薬品等にういては、ィノベーションの適切な評価について検

討するべきであるも

医療を実現する視点

○ 医 療は、これを提供する側と受ける側と′の協働作業であり、患者の視点に

立った場合、分かりやすくて納得でき、安心 。安全で、生活の質にも配慮し

た医療を実現することが求められる6

0 こ のため、医療の透明化や、診療報酬を患者等に分かりやすいものとする

ことなどを検討するほか、医療安全対策の推進や、患者■人二人の心身の特

性や生活の質に配慮した医療め実現、疾病の重症化予防などに対する適切な

評価について検討するべきである。

(3)医療と介護の機能分化と連携の推進等を通じて、■が高く効率的な医療を実

現する視点

○ 患 者一人■人の心身の状態にあった質の高いサービスをより効率的に受け



られるようにするためには、医療 と介護の機能分化と連携を推進 していくこ

となどが必要であり、医療機関 ・介護事業所間の連携や医療職種 0介護職種

間の連携などを推進 していくことが必要である。

○ こ のため、質が高く効率的な急性期入院医療や回復期 リハビリテーシヨン

等の推進やt在 宅医療や訪間看護、在宅歯科医療の推進など、医療 と介護の

機能分化 と連携などに対する適切な評価にらぃて検討するべきである。

○ そ の際には、医療職種はもちろんのこと、介護関係者をも含めた多職種間

の連携などに対する適切な評価についても検討するべきである。

(4)効 率化余地があると思われる個城を適正化する視点 ・       :

○ 医 療費は保険料や公費、患者負担を財源 としてお り、国民の負担を軽減す

る観点から、効率化の余地があると思われる領域については、その適正化を

図ることが求められる。

○ こ のため、後発医薬品の使用促進や、市場実勢価格等を踏まえた、医薬品
・

医療材料 e検査の適正評価などについて検討するべきである。

○ ま た、相対的に治療効果が低くなった技術については、新しい技術べの置

き換えが着実に進むよう、適正な評価の在 り方について検討するべきであるぎ

I 後 期高齢者医療の診療報酬について

0 75歳 以上の方のみに適用される診療報酬については、若人と比較 した場

合、複数の疾病に罹患しやすく、また、治療が長期化 しやすいという高齢者

の心身の特性等にふさわしぃ医療を提供するという趣旨
・目的から設けられ

たものであるが、行政の周知不足もあり、高齢者をはじめ国民の方々の理解

を得られなかつたところであり、また、中央社会保険医療協議会が行つた調

査によれば、必ずしも活用が進んでいない実態等も明らかになったところで

ある。

○ こ のため、75歳 以上という年齢に着日した診療報酬体系については、後

期高齢者医療制度本体の見直しに先行して廃止することとするが、このよう

な診療報酬が設けられた趣旨・目的にも配慮しつつ、具体的な報酬設定を検

討することとするべきである。



Ⅳ 終 わ りに

○ 中 央社会保険医療協議会におかれては、本基本方針の趣旨を十分に踏まえ

た上で、国民、患者の医療ニ
ーズに即した具体的な診療報酬の改定案の審議

を進められることを希望する。

6
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「平成22年 度診療報酬改定の基本方針Jへ の対応状況について

平成22年 度改定での主な対応 主な実施状況

(1)救 急、産科、小児、外科等の医療の再建

。 地域連携による救急患者の受入れの推進

・ 小 児や妊産婦を含めた救急患者を受け入れる医

療機関に対する評価

。 新生児等の救急搬送を担う医師の活動の評価
・ 急性期後の受け皿としての有床診療所も含めた

後方病床 。在宅療養の機能強化

。 手術の適正評価

・ 地域における救急医療機関に緊急入院した後、

状況の落ち着いた患者の早期転院支援を評価した

救急搬送患者地域連携紹介加算及び救急搬送患者

地域連携受入カロ算の新設

・ 地域の開業医等との連携により、救急患者を夜

間 ・休日に受け入れるための救急体制を整えてい

る医療機関を評価した地域連携夜間 ・休日診療料

の新設

・ 地 域の小児科医が連携して夜間 ・休日に小児の

診療が可能な体制を確保することの評価を引き上

げるとともに、緊急度の高い患者を優先して治療

する院内トリアージ加算を新設

・ 合併症等によリリスクの高い分娩を行う妊産婦

の入院についてハイリスク分娩管理カロ算及び妊産

婦緊急搬送入院加算の評価を引き上げるとともに

対象疾患を拡大

。 N[CUの 確保を推進するために新生児特定集中

治療室管理料の評価の引上げ及び新生児特定集中

治療室管理料 2の新設

・ 外傷等による重篤な小児救急患者に対して、超

急性期の救命医療とそれに引き続く急性期の専門

的集中治療が提供されることについて、救命救急

・H22.7の 届出医療機関数 (H21.7の 届出医療機関数)
・救急搬送患者地域連携紹介加算 :506施 設
・救急搬送患者地域連携受入加算 :1,879施 設

・地域連携夜間 ・休日診療料 :180施 設

・ハイリスク分娩管理加算 :692施 設 (632施 設)
。妊産婦緊急搬送入院カロ算 :1,471施 設 (1,324施設)
。新生児特定集中治療管理料 :209施 設 (194施 設)

・救命救急入院料 :333施 設 (211施 設)

・特定集中治療室管理料 :639施 設 (616施設)

・新生児治療回復室入院医療管理料 1102施 設

・H22.6の 算定状況

。有床診療所一般病床初期加算 :137,749回

・地域連携小児夜間 ・休日診療料

院内トリアージ加算 :20,781回

三中に協診療報酬改定結果検証部会の評fdli>

要件緩和を行つたハイリスク分娩管理加算や超重症

児 (者
‐
)人 院診療力‖算、新たな評価区分として見直iし

を行つた新生児治療國]復室入院医療管理料について

大きく算定件数が増加.

救急医療に従事する1施設当たりの医師数、看護職



入院料及び特定集中治療室管理料に小児加算を新

設

NICUの 満床状態の解消が周産期救急医療にお

ける課題となっていることから、N[CUか らハイ

リスク児を直接受け入れる後方病床である新生児

治療回復室 (GCU)に ついて、その受入れを評価

する新生児治療回復室入院医療管理料の新設

地域医療を支える有床診療所の一般病床におい

て、急性期の入院医療を経た患者等を受け入れた

場合の入院早期の評価として有床診療所一般病床

初期加算の新設

外保連試案を活用した手術料の引上げ

員数について、専従 ・専任とも概ね増力llっ

改定に、よる救急医療の充実についての自己評価は約

1■数が1ll ll答であるが、充実できたとの回答は約 2割

となっており、その理!由として、診療報酬Iのさら4ぐる

充実はもちろスノのこと、医師や看護自li4ミどの人材不足

をあげている医療機関が多かった.、

(2)病 院勤務医の負担の軽減 (医療従事者の増員に努める医療機関への支援)

○入院医療の充実を図る観点からの評価

・ 看 護師や薬剤師等医師以外の医療職が担う役

割の評価

・ 看 護補助者等医療職以外の職員が担う役割の

評価

○医師の業務そのものを減少させる取組に対する評

価

・ 医療クラークの配置の促進

急性期入院医療について、病院勤務医負担軽減

及び役割分担を推進するため、急性期看護補助体

制加算の新設、他職種からなるチームによる取り

組みを評価する栄養サポー トチーム加算及び呼吸

ケアチームカロ算の新設

病院勤務医の負担を軽減し、処遇を改善する体

制を要件とした診療報酬項目の拡大

急性期の入院医療を担う病院勤務医にとって、

書類作成業務が大きな負担となつていること等か

ら医師事務作業補助者体制加算の引き上げを行う

とともに、より多くの医師事務補助者を配置した

場合の評価を新設

・H22.7の 届出医療機関数 (H21.7の届出医療機関数)

・急性期看護補助体制加算 :1,648施設

・栄養サポー トチーム加算 :431施 設

・呼吸ケアチ‐ム加算 :179施 設

・医師事務作業補助体制加算 :1,605施設

(1,098'な設)

111医協診療報酬改定結果検市二部会において調査を実

施中

○診療所を含めた地域の医療機関や医療 ・介護関係

職種が連携しつつ、それぞれの役割を果たしてい

慢性期病棟等退院調整加算について、手厚い体

制で退院調整を行う場合の評価の新設

・H22.7の 届出医療機関数 (H21,7の届出医療機関数)

・慢性期病棟等退院調整加算 :3,306施設



けるような取組の評価 ・ 手厚い看護職員の配置を行う有床診療所入院基

本料の評価を新設するとともに、実態を踏まえた

評価区分の見直し

・ 地 域連携診療計画において、退院後の通院医療

等を担う病院 ・診療所 。介護サービス事業所等を

含めた連携と情報提供を評価するため、地域連携

診療計画退院計画力1算及び地域連携診療計画退院

時指導料2の新設

・入院中の医療機関の医師等がケアマネジャーと

連携して患者に対して、退院後の介護サービスに

ついて情報供給を行つた場合の介護支援連携指導

料を新設

(2,895施 設 )

。有床診療所入院基本料 :7,175施設 (7,842施設)

・H22.6の 算定状況 (H21.6の算定状況)
。地域連携診療計画退院時指導料 (1):5,076回

(2,027回)
。地域連携診療計画退院計画加算 :1,210回

・介護支援連携指導料 :12,972回

(1)充 実が求められる領域を適切に評価していく視点

がん医療の推進

認知症医療の推進

新型インフルエンザや結核等の感染症対策の推

肝炎対策の推進

質の高い精神科入院医療の推進

歯科医療の充実

。 がん診療連携拠点病院等と地域の医療機関がが

ん患者の退院後の治療をあらかじめ作成 ・共有さ

れた計画に基づき連携して行うこと等を評価する

がん治療連携計画策定料 (計画策定病院)及 びが

ん治療連携指導料 (連携医療機関)の 新設
。 認 知症患者に対して、専門的な医療機関におい

て診断と療養方針の決定を行い、かかりつけ医が

その後の管理を行うことについて評価した認知症

専門診断管理料及び認知症専門医療機関連携加算

の新設

。 新 型インフルエンザ等が発生した際に対応する

ため、陰圧室管理環境整備に対する評価として、

二類感染症患者療養環境特別加算あ陰圧室カロ算の

・H22,7の 届出医療機関数 (H21.7の届出医療機関数)
。がん診療連携計画策定料 :231施 設
。がん治療連携指導料 :766施 設
・認知症専門診断管理料 :193施 設
・肝炎インターフェロン治療計画料 :1,262施設
・精神病棟入院基本料 11,320施設 (1,344施設)
・歯科技工加算 :7,178施設

・H22.6の 算定状況

・診療情報提供料 (I)

認知症専門医療機関連携加算 :58回

。二類感染症患者療養環境特別加算

_      陰 圧室加算 :15,268回



新設

肝炎治療の専門医療機関において、インターフ

ェロン治療の計画を策定し、副作用等を含めた詳

細な説明を行うことを評価した肝炎インターフェ

ロン治療計画料の新設

精神科病棟において、15対 1を超えた手厚い看

護体制を提供している病棟について、精神病棟入

院基本料 13対 1の新設

障害者の心身の特性に応じたよりきめ細やかな

歯科衛生実地指導を評価した歯科衛生実地指導料

2の新設

歯科医療機関内に歯科技工士を配置し、その技

能を活用する取組を評価した歯科技工加算の新設

中医協診療報酬1改定結果検証部会の評価>

1■成 22年 度改定で新設された歯科技工加算に/)い

て、現在の歯科診療所における人れ歯修理の期間につ

いては、内部の歯科技]i室で修理する限り、9害1は当

日の修理が完了しており、力1算泊1信支による1)のとまで

|まいえないが、患者の要望にあった修理が行われ,てい

るというメ点において有効に7舌用され′ている。

精神利院医療、在宅歯科医療及び障害者歯科医療に

ついては、中医協診療報酬1改定結果検証部会において

調査を実施中

・ 手術以外の医療技術の適正評価

。 新 しい医療技術や医薬品等について、イノベー

ションの適切な評価

・ 先 進医療専門家会議や医療技術評価分科会にお

ける検討結果を踏まえ、手術以外の先進医療技術

及び新規保険収載提案技術の保険導入

。 新 規に区分C2で 保険適用された医療材料につ

いて、技術料を新設するとともに、その他の医療

材料についても診療行為の実態を踏まえて適切な

評価体系に見直し

・H22.7の 届出医療機関数

。画像誘導放射線治療加算 :179施 設

・皮下連続式グルコース測定 :194施 設

・H22.6の 算定状況

・内視鏡検査 (胃・十二指腸ファイバースコピー等)

狭帯域光強調加算 :18,626回

(2)患 者からみて分かりやすく納得でき、安心 ・安全で、生活の質にも配慮した医療を実現する視点

医療の透明化や診療報酬を患者等に分かりやす

いものとすること

医療安全対策の推進

患者一人一人の心身の特性や生活の質に配慮し

た医療の実現

疾病の重症化予防などに対する適切な評価

。 医療の透明化や患者への情報提供の観′点から明

細書発行義務化の拡大

・ 患者の納得、わかりやすさという観′点から病院

と診療所の再診料の統一

。 患者からの休日・夜間の問い合わせに対応可能

な診療所を評価する地域医療貢献カロ算の新設

・H22.7の届出医療機関数 (H21.7の届出医療機関数)

・明細書発行体制加算 :59,661施設

・地域医療貢献カロ算 :19,556施設

・医療安全対策カロ算 :2,639施設 (1,602施設)

。在宅血液透析指導管理料 :104施設



外来管理加算における時間の目安を廃上し、「懇

切丁寧な説明に対する評価」をより明確化する観

点から要件を追加

医療安全対策加算について、評価の引上げを行

うとともに、より多くの病院において医療安全対

策を推進する観点から、要件を緩和した評価の新

設

患者が在宅で血液透析を実施している間の安全

管理体制等が確保されていることを踏まえて、在

宅血液透析指導管理料の評価を引き上げるととも

に、要件の見直し

・H22.6の 算定状況 ⊂21,6の算定状況)

。再診料 :73,730,046回

(病院 :13,553,002回、診療所 :63,622,086回)
・外来管理カロ算 :33,494,820回 (33,919,070回)

(中 医1/1/」診療報酬改定結果検詞:部会の評価>

・ 叫1細書無料発行の原貝J義務化について|ょ、lμ成 22

年度改定におけるlJ置により着実に進んでおり、患者

′)認力11)i進スァでいる。

・ 一●で、毎llll Fllじ内容であることや、内容が分かり

tt~くい等′)理由により発行を希望しない患者 t,一定

数おり、|り1細書の有効活用のためにも、患者への一層

の周夫||を進める必要がある。

く中医協診療報酬改定結果検証部会の評価>

・ 外1来管Jl加算の「要件見直しについては、実際にi診療

内容等を変更した例は少なく、これまでと同様の診療

|夕ヽ容で充分要件に該当 L‐ているよつである。
・ 地域医療:貢献力ll算については、24‖寺間の電話対応

や時間外i診察対応等、患者に対して非常に手厚い対応

を行つている.た だし、患者に対する時間外対応等1/1

-層 の'1知が必要っ

③ 医療と介護の機能分化と連携の推進等を通じて、質が高く効率的な医療を実現する視点

質が高く効率的な急性期入院医療や回復期リハ

ビリテーション等の推進

・ 特 定機能病院等の大規模病院においては高度な

医療の提供が求められており、検査の質を確保す

・H22.7の 届出医療機関数 (H21.7の届出医療機関数)
・検体検査管理加算 (I):3,458施 設 (3,647施設)



在宅医療、訪問看護、在宅歯科医療の推進 る観′点から、より充実した体制で検体検査を行う

場合を評価した検体検査管理カロ算 (Ⅳ)の 新設

大腿骨頸部骨折をはじめとして、発症あるいは

術後早期からの集中的なリハビリテーションが重

要であることから、より充実した人員配置を評価

した運動器リハビリテーション料の新設

在宅医療における症状増悪等の対応への不安が

大きいことから、こうした場合に一層手厚い対応

が行われるよう往診料の評価の引き上げ

小規模な訪間看護ステーシヨンが未だ多く、利

用者の■―ズに対応できない場合があるため、訪

問看護療養費の算定可能な訪問看護ステーション

数の制限の緩和

歯科訪問診療の実態も踏まえ、よりわかりやす

い診療報酬体系とする観′点から、歯科訪問診療料

の算定要件の見直し

検体検査管理カロ算 (Ⅱ):2,018施設 (1,820施設)

検体検査管理カロ算 (Ⅲ):214施 設 (530施設)

検体検査管理加算 (Ⅳ):461施 設

・運動器リハビリテーシゴン料 (I):3,977施 設

運動器リハビリテーション料 (Ⅱ)

:5,156施設 (8,195施設)

運動器リハビリテーション料 (Ⅲ)

:1,498施設 (1,610施設)

・H22.6の算定状況 (H21.6の算定状況)

・往診料 :153,809回 (228,114回)

・歯科訪問診療料 1:155,417回 (154169回 )

歯科訪問診療料 2:238,124回   (150,244回 )

中医協診療報酬改定結果検言藤部会において調査を実

力L「|・

○ 医 療職種はもちろんのこと、介護関係者をも含

めた多職種間の連携などに対する適切な評価

・ 後期高齢者総合評価加算について、評価の内容

に、退院後を見越した介護保険によるサービスの

必要性等を位置付け、対象者を65歳 以上の患者等

に拡大

・H22.7の届出医療機関数 (H21,7の届出医療機関数)

・総合評価加算 :1,096施設 (1,318施設)

④ 効率化余地があると思われる領域を適正化する視点

。 後 発医薬品の使用促進

・ 市場実勢価格等を踏まえた、医薬品。医療材料 ・

検査の適正評価

薬局における後発医薬品の調剤を促すため、調

剤基本料の後発医薬品調剤体制加算の要件を数量

ベースでの後発医薬品の使用割合に変更

医療機関における後発医薬品を積極的に使用す

る体制の評価

検体検査の実施料の衛生検査所等調査に基づく

・H22.7の届出医療機関数 (H21.7の届出医療機関数)

・後発医薬品調剤体制加算 :23,864施設

(37,520,右設)

。後発医薬品使用体制加算 :1,520施設



適正化 「:1医協診療報lllll改定結果検証部会の評価 ,

薬局における後発医薬品,の調斉1は二極化 L て́いるこ

とがうかがえ_る.後発医薬I兄1の調斉1にあまり積極的に

取り組まない業局はH乍年より減少している()のの 2

割以上FJ・在している。

また、後発li薬品に対する医師の疑|.lを解消してい

くための更イミる‖文れ1が必要っ

なお、後発医薬出,の使用状況については、平成 213年

度で,調査を実施中‐3

相対的に治療効果が低くなった技術については、

新しい技術への置き換えが着実に進むよう、適正

な評価の在り方について検討

デジタルエックス線撮影について、アナログ撮

影と比較して多くの利点を有していることから、

平成 21年 末をもつてデジタル映像化処理加算が

廃止さえることを踏まえ、アナログ撮影と区別を

明確化するためデジタルエックス線撮影料を新設

・H22.6の 算定状況 (H21.6の算定状況)

・単純撮影 デ ジタル撮影 :6,504,901回

(単純撮影 デ ジタル映像化処理加算 :

2,477,613回)

造影剤使用撮影 デ ジタル撮影 :80,832回

(造影剤使用撮影 デ ジタル映像化処理加算 :

40,907回)

後期高齢者医療の診療報酬について

このため、75歳 以上という年齢に着日した診

療報酬体系については、後期高齢者医療制度本体

の見直しに先行して廃止することとするが、この

ような診療報酬が設けられた趣旨・目的にも配慮

しつつ、具体的な報酬設定を検討することとする

べきである。

薬剤情報提供料の後期高齢者手帳記載加算につ

いては、薬剤服用歴を経時的に管理できる手帳に

記載し、管理できる取組を評価しているが、こう

した取組は年齢を問わず重要であることから、名

称を手帳記載加算とし、対象者を全年齢に拡大

・H22.6の算定状況 (■21.6の算定状況)

・薬剤情報提供料 手 帳記載加算 :2,052,517回

(1,289,944[団)

注 :届出医療機関数については、平成 23年 9月 6日 時点の医療課調べの数値である。
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社会保障・税下体改革成案(抄)

(平成23年 6月30日 政府甲与党社会保障検討本部決定

社会保障口税の一体改革に関する検討ポイント

Ⅱ 医療口介護等              :

○ 地 域の実情に応じたサービス:の提供体制の効率化・重点化と機能強化を図る。そのため、診療報酬口介護
報酬の体系的見直じと基盤整備のための一括的な法整備を行う。
・ 病院・病床機能の分化・強化と連携、地域間・診療科間の偏在の是正、予防対策の強`し、在宅医療の充実等、地域包括
ケアシステムの構築・ケアマネジメントの機能強化・居住系サービスの充実、施設のユニット化、重点化に伴うマンパワーの
増強
口 平均在院日数の減少、外来受診の適正化、ICT活用による重複受診・重複検査・過剰薬剤投与等の削減、介護予防
・重度化予防

○ 保険者機能の強化を通じて、医療口介護保険制度のセ■フティネット機能の強化・給付の重点化などを図る。
a)被 用者保険の適用拡大と国保の財政基盤の安定化"強化・広域化
口短時間労働者に対する被用者保険の適用拡大、市町村国保の財政運営の都道府県単位化″財政基盤の強化
b)介護保険の費用負担の能力に応じた負担の要素強化と低所得者べの配慮、保険給付の重点化
・1号保険料の低所得者保険料軽減強化
・介護納付金の総報酬割導入、重度化予防に効果のある給付への重点化                 .
c)高度・長期医療への対応(セーフティネット機能の強化)と給付の重点化 |
・高額療養費の見直しによる負担軽減と、その規模に応じた受診時定額負担等の併せた検討(病院・診療所の役割分担を
踏まえた外来受診の適正化も検討)。ただし、受診時定額負担については低所得者に配慮。
d)その他
・総合合算制度、低所得者対策・逆進性対策等の検討
,後発医薬品の吏なる使用促進、医薬品の患者負担の見直し、国保組合の国庫補助の見直し
・高齢者医療制度の見直し(高齢世代・若年世代にとって公平で納得のいく負担の仕組み、支援金の総報酬割導入、自己負
担割合の見直しなど)              .

■

■



平成23年7月14日第11回社会保障改革に関する集中検討会議 (資料5)

将来像に向けての医療,介護機能再編の方向性イメージ

社会保障・税一体改革成案における検討項目(参考資料)(抄)

ピ 讐殉尋酪
混粂晶慶'た

病院・病
賓
:能

の役割分担や、医療機関間、医療と介護の間の連携強化を通じて、より効果的・効率的な医療・介護サービス

【2011(H23)=F】 【2025(H37)生F】

一般病床
( 1 0 7万床)

療養病床
( 2 3万床)

介護療養病床

介護施設
(92万人分)

居住系サービス

■| ｀～機籠創涎晟饉簑鰭憂西亜奪朝鷲二y‐TTT]:
iO日 常生活日域内において、医療、介護、予防、住まいが切れ日なく、継続的かつ一体的に提供される「地域包括ケアシステ |

L盤   駆 甚孫0更帝器猶暑万暑言″害優奎1調編超置す
され、人口
10～
30F人
竃Fi

医療提供体制の充実と重点化・効率化
都道府県域から市町村域まで、重層的に医療サービス

地域包括ケアの実現(包括的ケアマネジメントの機能強化)
※ 体制整備は被災地のコミュニティ復興において先駆的に実施することも検討&

_]l_‐
´́
「=ロ

居住系サービス

..´´r´
´´´
´´´
´

在宅サービス

訟
鵬
Ｆ
蠣

か
ら
「地
域
」
↑
「医
療
」か
ら

在宅サービス



平成23年7月14日第11回社会保障改革に関する集中検討会議 (資料5)社 会保障・税一体改革成案における検討項目(参考資料)(抄)

(参考)改革シナリオにおける主な機能強化、効率化口重点化要素(2025年)

急性期医療の改革
(医療資源の集中投入等)

・高度急性期の職員等 2倍程度増 (単価 約19倍)〈現行一般病床平均対比でみた場合)
。一般急性の職員等 6割程度増 (単価 約15倍)(  ″   )
・亜急性期・回復期リハ等の職員 コメディカルを中心に3割程度の増(単価15%程度増)

。長期療養の職員 コメディカルを中心に1割程度の増(単価5%程 度増)
・精神病床の職員 コメディカルを中心に3日程度の増(単価15%程度増)

在宅医療。在宅介護の推進等
(施設から在宅・地域へ、認知症への対応)

・在宅医療利用者数の増 1.4倍程度
。居住系・在宅介餞利用者 約25万人ノ日程度増加(現状投影シナリオに対する増)・グループホーム約10万
人ノ日、小規模多機能 約32万人ノ日分程度増加(現状撮影シナリオに対する増)
・定期巡回、随時対応 約15万人ノ日分程度整備

・全体で2011年の15～ 16倍 程度まで増

・介護施設におけるユニットケアの普及、在宅介饉サービス利用量の増大等各種サービスの充実
・介護職員の処遇改善(単価の上昇)
・地域連携推進のためMSW4の 増(上記医療機関の職員増に加えて1～2中学校区に1名程度増)
など

その他各サービスにおける充実、
サービス間の連携強化など

効

率

化

・
重

点

化

急性期医療の改革
(平均在院日数の短縮等)

※ 早期の退院・在宅復帰に伴い
患者のQOLも向上

・高度急性期    :平 均在院日数 15～16日程度
・一般急性期    :平 均在院日数  9 日 程度
・亜急性期・回復期等 :平 均在院日数  60 日 程度 (パターン1の場合)

(晶
ど盟甜撃隆1響酵轟籠曇島:籍督15『

程度(高度急性■9～“

・長期療養 在院日数1割程度減少
・精神病床 在院日数1割程度減少、入院2割程度減少

在宅医療・在宅介護の推進等
(施設から在宅・地域へ)

・入院・介護施設入所者 約60万人ノ日程度減少(現状投影シナリオに対する減)

・生活習慣病予防や介護予防・地域連携・ICTの活用等により、医療については外来患者数5%程 度減少〈入
院ニーズの減少に伴い増加する分を除く)、介護については要介護者等396程度減少

・伸び率として、△01%程 度 (医療の伸び率ケース①の場合)｀
( 現状投影シナリオでも繊り込み。後発医薬品の使用促進については、設定した伸び率に、
最近の普及の傾向が含まれている。)

・病院医師の業務量△2割程度(高度急性期、ァ般急性期)

平成23年 7月14日第11回社会保障改革に関する集中検討会議 (資料5) 社会保障・税一体改革成案における検討項目(参考資料)(抄)

○ 生活習慣病予防の積極的な推進、医療連携の推進、lC下の利活用、番号制
度の導入、保険者による適正な受診の指導や電子化したデータを用いた保健
事業の推進などにより、国民の生活の質を向上。

所要額 (公費)

2015年

▲0,1り `円程度



+ffi2s+7F.148S11E}+l*Rililtt:tlf,5ttrt*H+il (tHs) +r*Ril.H-f*a&ltdlFt:fslr6fr$ltE(t*Ifl)(il)

O現 在、後発医薬品(ジェネリック医薬品)のシェア(数量ベース)を30%とする日標を掲げているがヾ
更なる使用促進を図る。医薬品に対する患者負担を、市販医薬品の価格水準も考慮して見直す。

2慢 性期入院医療について



医療施設・介護施設の利用者に関する横断調査の概要

0調 査時期 :平 成22年6月実施

0調 査方法 :療 養病床等の入院患者等の状態を、共通尺度を用いて横断的に把握。|

0調 査対象

医療施設            ‐
・一般病棟(看護配置13対1日15対1)
・医療療養病棟              | |    |
D在 宅        等

介護施設

|  ・ 介護療養型医療施設
口介護老人保健施設        ・
・介護老人福祉施設

0内 容    ‐
・年齢、在院日数

i  口 医療区分=ADL区分      「       .

: L医 療の提供状況 ‐
口今後の病状の見通し   等

医療施設・介護施設の利用者に関する横断調査より
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在院日数と年齢のクロス集計(箱ひげ図)
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医療療養病棟 (看護配置20:1)N〓567施設 医療療養病棟(看護配置25:1)N=832施 設

一般病棟(看護配置13:1)N=254施 設
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3病 院医療従事者の負担軽減について



夜間の呼び出し対応

院内の診療外業務

外来診療・救急外来(診療時間外)

0%      1%

目非常に負担が大きい □ 負担が大きい

業務ごとの負担感in=1,300〕

200/0     30%     400X     50° /6     600/     70%     80%     900b     100° /

国どちらともいえない  口 負担 は小さい   口 負担は感じない  □ 無回答

14

平成21年度「勤務医の負担の現状と負担軽減のための取組みに係る調査J

外来医療における役割分担について

患者に協力してほしいことの有無〔n=1′300〕

業務多忙

してほしい

ヽ

その他

79.4

81.

軽症の場合は、近隣の診療所を受診してば

軽症の場合は、休日・夜間の受診は避けてほしい

※ 患者・家族へ病状や治療方針等について説明を行うこど 平成21年度「勤務医の負担の現状と負担軽減のための取組みに係る調査」



(長時間連続勤務への対応策イメージ①:主治医制)
グルァプ担当医制と比較して

【メリット】
・主治医としての診療の継
続性を維持可能
・勤務が相対的に規則的
・少人数でも実現可能

【7~メリット】
・主治医として、緊急時応需
の可能性
・心理的自身体的負担軽減
の効果は限定的

(長時間連続勤務への対応策イメージ②:グループ担当医制)
【メリット】
0緊 急呼び出し等が減少
・心理的・身体的負担軽減
の効果は大きい

【デメリット】
・診療の継続性の低下
・勤務が相対的に不規則
・十分な人員確保が必要
・定期的に外来診療すること
が困難

16

安心と希望の医療確保ビジョン(抜粋)(平成20年 6月厚生労働省)

医療機関に勤務する薬剤師がチーム医療の担い手として活動するために、病棟等での薬剤
管理や、医師・看護師と患者0家族の間に立ち服薬指導を行うなどの業務の普及に努める。ま
た、医薬品の安全性確保や質の高い薬物療法への参画を通じ医師等の負担軽減に貢献する
観点から、チーム医療における協働を進めるとともに、資質向上策の充実も図る。

警経Ln~Lれ轟轟
"~――――――――――

―       一

ゞ

:

″
(持参薬の確認 ・評価)

薬物憲法プロトコルに
ついて提案、協働で

作成、協働で進行管理

・処方の提案
・同一処方継続可否の提案

フィー ド′ヽツク

薬効 ・副作用
モニタリング
結果の伝達

正確な使用



0医 師等と協働して行う薬物療法業務
(平成22年4月30日付厚生労働省医政局長通知(医政発0430第1号))

→ 診療報酬上、多くの業務が特段の評価をされず
(=″ 体部分
・薬物療法/2/・J/pr_―っι.■屁嵐 筋働e作成、

協働で瞥″首留
・庁物 状態観察′こ基づ働 屁許副作用モニタリング結果の
医師への伝達                       :
・庁者の状態=こ応じた積極的な処方の提案
・薬物療財の経過確認及α″」″躍腐 所斃琥寮
・″拶課5α雅認″ ″ 僣 着慮しん 慇 勧 印 嫉 紫
・ 抗 がん薬等の無菌調製       ヽ

O薬 剤管理指導業務
ム 診療報酬上、薬剤管理指導料として評価
・患者に対する服薬指導・服薬支援、薬歴管理
・患者状態の把握、服薬指導等を通じた薬学的管理
・医薬品の有効性・安全性情報の収集、管理及び提供

0患 者情報を医療   !

スタッフと共有し、患者

の状態に応じた最適  :

な処方設計が可能   |
L_JI=I二 rll・ゴl¨二=■__¨ _」

10薬 物療法に関する  :
:  ― 一 ュ ー ー _ ‐ _ _ _ 1    :

: 情報を医療スタッフと :
1 共有するとともに、   |:  ブ ヽ悧 ソ つ C Cて "ヽ 、

1薬 物療法に関する

i二重童2響蟹蔓2ウ■__|

・病棟配置薬の整理・確認
・麻薬・向精神薬の管理
・薬剤の投与準備  (特 に注意を要する抗がん剤など)
・点滴ライン等のルート管理             等

医師等の負担軽減

医療安全及び

薬物療法の質の向上

看護補助者が行つている業務の実態

全国病院経営管理学会調査

①調査方法:郵送によるアンケート形式
②調査概要:基本属性、看護体制の見直し、他職種との協働、看護業務の見直しなど
③全国病院経営管理学会会員病院281施設の看護部長
④実施機関:2007年8月15日から9月1日    ｀
⑤回収結果:有効回答率43施設 (回収率15%)
⑥対象施設の背景:設置主体 公的9%、私的91%
算定している入院基本料

7対1-42%、 10対1-28%113対 1-7%、 15対 1-23%

が
‐

会員病院∂アンケート調報告 看護部マネジメント

∫ ♂ 〆 ♂ ざ
が
‐
〆

19

p4‐13200■6,15(No.275より改変

∫〆
出典:瀬下律子、看護師業務改善の取り組みと他職種との協働の実態



潜在看護職員の離職理由(上位10位)
<調査対象>合 計121036名に送付、有効回答数4,097通(有効回答率34%)のうち、3,643名が潜在看護職員
①インターネット及びFAXで申し込みのあった1,171名(有効回答率32.1%)
い CCS(ナースセンターコンピュータシステム)に登録している看護職員 2,472名(有効回答率67.9%)
①+②の潜在看護職員(求職活動の有無に関わらず未就業)=計 3.643名

く調査方法>郵 送調査:調査票を調査対象者に郵送し、記入された調査票を郵送回収

く離職理由に関する回答方法>離 職理由について、「あなた自身の状況に関する事」と「職場環境に関する事」とわけ、それぞれ予め設定した
16項目のうち、自身にあてはまる項目を複数回答

潜在看護職員の離職理由は、ライラィベントの他に、勤務時間の長さや超過勤務、夜勤の負担によるものが大きい。

妊娠・出産

結婚

子育て

自分の健康

転居

責任の重さ。医療事故への不安

休曜が取れない

配偶者の転勤

10          15          20          25          30

【出奥】日本看護協会「潜在ならびに定年退●I饉 職員の就彙に関する意向田壺報告書J2∞7年3月

看護職員の勤務形態の変化

二交代勤務が減少し、二交代勤務が増加してぃる。
1 0 0 9 6

｀
900/

協

扇

鰯

鰯

400/

3096

2銘

1096

銘

畠当直制・その他

■二交代制

交代制

2 1

医療施設調査静態調査

平成8年



3交代の勤務のうち日勤→深 び

夜→日勤のシフト別の割合

日勤回数のうち「日勤→深夜勤」

のシフト回数(N=269)

18:00 24:00

2 3

出典 :曰撃看護協会「時間外勤務、夜勤・交代制勤務等緊急実態調査」2008

夜及

○

○

○

日勤のうち、日勤深夜を4回以上行う割合は、50%以 上である(1回以上は77.3%)。

準夜勤のうち、準夜日勤を1回以上行つている場合は、約10%である。
短時間間隔の勤務のほとんどは、日勤深夜であることが予測される。

準夜勤回数のうち「準夜勤→日勤」
■0回

■1回

■2回

●3回

日4回

口5回

■6回

■7回

■8回

1弱馨翼秀■
_鵬 夏肇P員

(甲看協
吉
員)から無作為抽出された10,000人    |

13交代勤務者:621人                               |   、 22
出典:日本看護協会 病院看護職の夜勤・交代制勤務等実態調査 2010年より

2.2%

3.3%__0.4%Q.7%

のシフト回数(N〓269)

病院勤務看護師の
二交代勤務の事例

11: 睡 眠

‐  通 勤

■■ 時間外勤務

■■ 勤務

■■ 仮眠・休憩



2交代制の場合の夜勤の拘束時間

2交代制の場合、標準的な夜勤の時間設定が16時間以上17時間未満の割合は54.2%、17
時間以上の割合は30.8%、16時間以上の割合は87.7%となる。(N=594)

■12～13時間未満 ■ 13～14時間未満 ■ 14～15時間未満 ■ 15～16時間未満 ■ 16～17時間未満 ■ 17～18時間未満

1調査対象 :病院に勤務する看護職員(日看協会員)から無作為抽出された10′000人    |
1調査票の回収 :2′260人(回収率)                         |

12交代勤務者 :691人                               |L~~~T~~~~~― ――………………………………………………………………………………=‐__=_______― :

出典:日本看饉協会 病院看護職の夜勤・交代制勤務等実態調査

4精 神科医療について

24

2010年より
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救急隊からの情報に対して医療機関から

受入困難理由として明確な回答があつた内容

20    18
14

■    0    0

Ｃ

Ｐ

Ａ

結
核

感
染
症
（結
核
除
く
）

透
析

要
介
護
者

吐
血

過
去
に
問
題
の
傷
病
者

開
放
骨
折

定   ほ   全

期   と   く
的   ん   未
受   ど   受
診   未   診
受

l    診   l

妊婦   ヽ

救急搬送における医療機関の受入状況等詳細調査結果

○調査対象:

平成20年12月16日(火)830～ 22日(月)829に東京消防庁管内で救急搬送した全事案(転院搬送除く)
計9,414件

図1.医 療機関に受入の照会を行つた回数 :

0%           20%          40%          60%          80%

全体

(n=9414)_

精神疾患を背景に

有する者

(n=155)

図2.現 場滞在時間
2 0 %              4 0 %

全体

(n=9414)

精神疾患を背景に

有する者

(n=155)

に対し、医療機関が受入困難理由と して明確に回答した件数を計上(457件 )しており、

、総務省消防庁資料より作成

100%

2 7

総務省消防庁資料より作成

背
景
と
し
て
精

急
性
ア
ル
コ
ー
ル
中
毒

認
知
症

薬
物
中
毒

1事案におい
‐
C複数の医療機関が傷病者背景を受入困難理由として明確に回答した場合は、延ぺ数として集計している。



精神科医療における身体合併症について

精神病床に入院中の患者における

身体合併症の有無の割合

【出典】
①「精神病床の利用状況に関する調査」より平成19年度厚
労科研「精神医療の質的実態把握と最適化に関する総合
研究」分担研究

(床)

25,000

救命救急センター入院患者における精神疾患患者及び

身体・精神共に入院治療が必要な者の割合

有床精神科総合病院における身体・精神共に入院治療が必要
な者の割合

に入院水準の患者の
発生 ( ):人 口 10

※東京都の有床精神科総合病院における2ヶ月の調査より推定

(施設)

300

275

250

225

200

175

150

125

100

75

50

25

0

20054「                20071手

(総合病院基礎調査などから算出)
29

日本総合病院精神医学会藤原修―郎先生提供データより作成

②①

③

平
け
任

②
お
主

15,000

10,000

20024=                 20044手

2007年の病床数は2002年の92.1%に減少
2007年の施設数は2002年の91.2%に減少

警3敬曇程怖理墨予鷲警曇黎誓堡お「2.2%)が身体・精神共|:

義』理製 讐+鶴奨厖 農轟覇晟認騨曇
び近郊の救命
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の経過と医療の必

認知症の早期鑑別の重要性について
認知症専門外来を受診した患者総数 275名 の診断

進行麻痺′1

脊髄小脳憂性症′1ゝFし
′9

進行性核上性麻痺′1

てんかん性健忘′3

老年期

妄想症′意味性認知症′5
4 パ _キ ンソン病′5

血管障害′5

正常圧水頭症′6

脳血管障害′5

うつ病・うつ状態′8

皮質基底核変性症′9

(男性114名、女性161名)

BPSD

認知症の行動・心理症状

妄想、徘徊、誤認、幻覚tアパシrt不 安:
不平を言う、焦燥、抑うつ状態等

血管性認知症′18

環ぷ循鍵雅言滑認維緞ξ躍確詰獅蒼善究 ・



認知症のBPSD(行 動.心理症状)と介護負担度について

０

０

０

０

０

０

０

０

０

８

７

６

５

４

３

２

１

訃　　　　請蹴藁辞蔵一粕　　岬

介護負担度と周辺症状

O    O

08

N==476

○

○°OO 旦ざ
Ⅲ卜m=X DBDボ^「=α聟

８

２

８

８

ｇ

8 8

∩
６

０

（目
０

〇

088 孔8°
8百

0  2

少ない

〇 089
〇

6  8 10 12

周 辺 症 状 ※2

〇

〇

14  16 18 20

多い

※l ZAR「介護負担尺度(ZЫ):親族を介護した結果、介護者が情緒的、身体的健康、社会生活および経済状態に関して被った被

害の程度を測定できる尺度。22項目について0(全く負担ではない)から4(非常に大きな負担)で評価。(最小0点、最大88点)

※2 DBD(痴 果行動傷害尺度):周辺症状28項目について0(全くない)から4(常にある)で評価。(最小0点、最大112)

出典:杏林大学物忘れセンターにおけるデータ

認知症患者の入院状況

総合病院型認知症疾患センター(大学病院除く)8施設を対象に、平成19年11月lヶ月に新規入院し

た65歳以上の認知症高齢者21人についてのアンケ
ート調査。

○入院理由
95%が BPSD対応困難が理由で、14%が 身体症状悪化であ

る6
※43%は 即日入院が求められ、そのうち89%が 即日入院。

※中等症格■の認本田症が
80%以 上を占める。

O入 院経路
57%が 自宅から入院し、28%が 医療機関、14%が 施設から

入院している6

程 群憂ξ 康紺 魂 群魂薯響

急医療、枷 こ身体疾患
fァ
知症疾患合併症例の対応に関する胸

注1臨 床的認知症尺度(CDR:CllnたJ Demenua Raung ScJe)で認知症の重症度を評価。
6項目(記憶、見当識、判断力、問題解決、社会適応、家庭状況及び趣味、介護状況)について総合的に評価し、健康

(CDRO)、認知症疑い(CDR0 5)、軽度認知症(cDRl)、中等度認知症(cDR2)、高度認知症(cDR3)のいずれかに評価。



5が ん対策について

がん対策推進基本計画の見直しについて

がん対策基本法に基づき策定される「がん対策推進基本計画」(平成19年 6月

閣議決定)については、少なくとも5年ごとに、検討を加え、必要があると認めるとき

は変更しなければならないとされていることから、現在、がん対‐策推進協議会にお
いてがん対策推進基本計画の見直しについて議論を進めているところ。′

平成22年 12月 、基本計画の見直しを検討する上で、俯敏的かつ戦略的な検討
が必要で、極めて専門的な知見を要する分野については、がん対策推進協議会の

もとに専門委員会を設置することとなり、「小児がん」、「緩和ケア」、「がん研究」の
3分野について専門委員会が設置された。

小児がん・緩和ケアについては、8月26日 のがん対策推進協議会にて、専門委

員会報告書が提出されたところである。

その他、協議会において、「がん診療連携拠点病院」、「支援・情報提供」につい

ての議論が終了し、今後、「がん医療(手術・放射線日化学療法)」、「在宅医療・チ
ーム医療」、「がん予防・検診」、「がん登録」、「就労経済負担」、「サバイバーシップ

」等について議論される予定であり、12月 に基本計画見直し案をまとめる予定とし
て い

18



小児がんにおける現状と課題

キ本奇形1変形及び染色体異常(3.

不慮の事故(3.5)

Ё)・ヽ意1■事故(214'   恙性新生物iてil l)
悪性新生物(2)   不 慮の事故(1.6)
1 11Ⅲ
Ⅲきまbi 7)111   自絶КO.0):1 ‐
出典 :平成22年人口動態調査

緩和ケアにおける現状と課題

(参考)<子 どもの年齢階級別死因順位 (死亡率 (人口10万 対))(平成22年 )>

:緩和ケアについてはこれまで医師に対する基本的な緩和ケアの研修の実施やが
響髯ボ零芋譜冒ア引フI憔鼈黎″Z『丁台?設〒

等?取り組みが推進さ攣て

二:  斃 ご欽謄認貧'対,1,存りヽ響甲饗雫留ぜ
:地域における緩和ケブめ提供体制の確立

専門委員会においで結論づけられている。



平成22年がん対策評価・分析
一 分野2緩 和ケアより 抜粋―

質問:「緩和ケア」についてあてはまるものを選んで下さい (n=2273)

事業報告

・終末期の患者だけを対象とすると思つていた
・病院、緩和ケア病棟などの限られた場所でしか行われないと思った
。よく知らないが、聞いた事はある
・「緩和ケア」の意味を十分知っていた
・治療と並行でなく、単独で行われるものと思つていた
。痛みなどの身体症状のみを対象とすると思つていた

・知らなかつた
。回答なし

0.0      ■0.0     20.0     30.0     40.0     50.0

出典 :厚生労働省委託事業平成22年 度がん対策評価・分析事業
がん対策に関するアンケニト調査結果報告書より

がん対策評価・分析事業報告における総合考察(抜粋)

・医療用麻薬を適正に使用することで十分な疼痛コントロニルを得ることの重要性というた、
身体面の緩和ケアについての更なる充実はもちろんのこと、家族を含めた精神的なケア
の充実も求められている。緩和ケアの内容について、その質をより高めるためめ策が必
要である。

モルヒネ、フェンタニル、オキシコドンの合計
(100万 人 1日あたリモルヒネ消費量換算 (g))

2000-2002 2∞ 2・2004 2∞ 3■2oo5 2004-2006 2∞ 5=2007 2006-2∞ 8

オ‐ストリアAustria 469 543 624 736 882 1,103 1,315

アメリカUSA 458 574 701 1,250 1,403 1,567 1,694

カナダCanada 371 462 581 917 1,090 1,273 1,388

ドイツGemany 339 406 551 732 1,089 1,344 1,531

フランスFrance 272 302 326 379 460 558 ∞ 4

オーストラリアA6stralほ 220 236 251 376 427 516 640

イギリスUK lZ‖ B 143 171 255 299 273 291

イタリアltaly 46 72 95 123 140 158 193

Ef Japan 26 39 49 61 69 78 84

韓国 Korea 1 9 1 9 1 7 23 37 57 85

20



6歯 科医療について

年齢(4区分)別の人口の推移・将来推計

(人口×千人)

口20～64歳 口0～19歳

年齢(4区分)別の歯科診療所の患者数の推移

■75歳～ ■ 65～74歳 口 20～64歳 □ 0～19歳

400

200

0

120,000

100′000

80′000

60,000

40′000

20′000

0

瀞
t冒昌祠 暑毅

する億者調螢)

日 E
「

コ

~五。赤:轟品→       ヰ ドレ
(基礎資料:国立社会保障・人口問題研究所:年齢 (4区分別)人口の推移と攪春推計)



一
人
平
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し
歯
数
（本
）

5.00

4.50

400

3:50

3.00

2.50

2.00

1.50

1.00

0.50

0.00

12歳児 二人平均むし歯数等の年次推移

むし歯数は、「未処置のむし歯」、「治療済みのむし歯」、「むし歯が原因で喪失した歯」の合計。

Hl  H2  H3  H4  H5  H6  H7  H8  H9  H10 Hll H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

42

(文部科学省 学校保健統計調査)
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１

一
人
平
均
現
在
歯
数

年齢階級別の一人平均現在歯数の推移

ご ∫
.ご
ご

年齢階級(歳)

・各調査年を比較すると、
年齢階級別の一人平均
現在歯数は、40歳～54歳

までの年齢階級では、大
きな差は見られないが、
50～54歳の年齢階級か

ら差がみられるようになつ
た。

・70～74歳の年齢階級で

は、平成17年と昭和62

を比較して、一人平均現
在歯数は、6本程度増加

している。

ご ざ
*昭 和62年の80-84の年齢階級は参考値
(80歳以上で一つの年齢階級としているため)

∫ごどご

出典:歯科疾患実態調査                                      43
(昭和32年より6年ごとに実施されている調査。直近は平成17年に実施され、今年度実施予定。)

口12歳児=人 平均むし歯数は著明に
減少。平成22年の結果では平成元
年に比べ約7割減少。7 

t: 4.oe c.oo



入院患者に対する歯科的管理の実施状況

歯科を標榜していない病院の約3割 は、歯科的,

管理を実施していない状況となつている。

※ 歯科を標榜していない病院に入院する通院困難な
患者に対する口腔管理は、診療報酬において評価
(歯科疼患在‐宅療養歯科疾患管理料及び口腔機
能管理加算)

歯科標榜のない病院における口腔ケアを含めた

チーム医療推進方策検討ワーキンググループ(平成23年1月23日)
における向井委員提出資料(一部改編)
(病院でのチーム医療における歯科の係わりに関する調査
一日本歯科総合研究機構)

(参考)周術期の口腔ケア

最近、高齢者等の全身疾患等を有する患者に対する口腔ケアのみならず、周術期の患者
に対する口腔ケアの重要性も指摘されているところであり、様々な取組がみられる(例:昭和
大学病院の取組、国立がん研究センタTと日本歯科医師会によるがん患者歯科医療連携事
業等)。
平成22年度歯科診療報酬改定において、別に厚生労働大臣が定める特定の手術を行つ

入院患者に対し、術後感染症及び術後肺炎等の発現のおそれがある場合であって、当該患
者が入院している病院の歯科衛生士が術後口腔清掃を行つた場合を評価。      44

障害者の歯科医療

障害者への歯科治療の特徴など

0歯 科治療の困難性                 .
・患者が治療の必要性を理解できない場合、治療に必要な協力が得られない
・四肢や口腔の緊張や不随意運動のため姿勢の維持、開口の動作が出来ない
口言語によるコミュニケーションが確立しにくい

0特 異的な歯科症状
ロロ腔の奇形口先天性の欠損、歯列、咬合などの形態学上の異常があり、それに対する対
応として専門的知識や診断が必要
ロロ腔の機能的異常が、摂食口廉下、味覚、構音、表情といつた機能の不全、障害が診ら
れ、その診断、対応に専門的知識と経験が必要
口う蝕、歯周病、欠損という歯科疾患の症状に特異的なことがある

平成22年度社会保険指導者研修会講演資料「地域
で診る障害者歯科」(緒方克也氏)よリー部改変

０

０

０

０

０

０

０

８

６

４

２

１

歯科的管理の実施枷 ‐1,969)

0歯 科診療報酬の初口再診料に対する障害者歯科加算の対象となる場合の例
脳性麻痺等で身体の不随運動や緊張が強く体幹の安定が得られない状態、知的発達障害により開口保持が出来ない状
態や治療の目的が理解できず治療に協力が得られない状態である者。

O処 置等の特掲診療料の著しく歯科診療が困難な障害者に対する100分の50加算の対象となる場合の例
歯科治療を直接行う歯科医師に加え、患者の障害に起因した行動障害に対し開口の保持又は体位、姿勢の保持を行うこ
とを目的として、当該治療に歯科医師、歯科衛生士等が参画した場合。
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7 医療技術の評価について

46

′
先進医療専門家会議

○先進医療としての適否を判断

各種技術に係る保険収載までの基本的な流れ



先進医療 日高度医療について

新規医療技術の評価及び既存技術の再評価にあたり、学会等から提出された技術評価希望書を参考に、中央社会

保険医療協議会調査専門組織の医療技術評価分科会において検討を進め、中央社会保険医療協議会総会へ報告

を行う。
※平成24年度改定では、評価の可視化、学会等からの提案期間を確保する観点から、提案技術の概要の公表及びそれに伴う様式の

一部変更、提案書の

配布から締め切りまでの期間の延長を行うた。

【具体的内容】
1.評 価の対象技術

原則、医科診療報酬点数表第2章特掲診療料饉'蔀 `春車医轟 かヽら筐13

部 (病理診断)、又は歯科診療報酬点数表第2章特掲診療料饉,純 〔春卓医

腱 から第14部 (病理診断)に該当する技術

2.技 術評価要望書の提出

新たな医療技術や再評価が必要と考えられる医療技術について、有効‖、

中全性、織術的成敦慮、倫理性・朴会的暮当‖普及‖、既存の技術と比較し

た効率性等に関して、根拠を含め記載した評価希望書の提出を学会等 (注)に

求める。

(注)学会等とは、日本医学会分科会、内科系学会社会保険連合、外科系学会社会保険委員会連合又
は日本歯科医学会分科会(認定分科会含む)の何れかに属する学会、日本薬学会,並びに看饉系
学会等社会保険連合とする。

3.実 施スケジュール

学会等における評価要望書の作成、医療技術評価分科会での評価等に十

分な時間を確保する観点から、下記のスケジュールで実施予定。

中央社会保険医療協議会総会

技術評価要望書の提出

評価(案)作成

評価(案)をもとに医療技術評価分科会で評価 49

評価結果を中央社会保険医療協議会総会に報告

【評価の方法】

関係学会提案

‥
ｌ

ψ

中医協へ報告

↓  参
考:前回改定時はフ26件

平成23年2月16日

2月下旬
～6月末日

10月末めど
11月以降

2 5

医療技術評価分科会

【会議の事前作業
・外部有識者の意見を踏まえ専門的観点から当該技術に関する評
価(案)を作成する。

↓
【会議】
・医療技術評価分科会において、技術の概要と評価(案)を示し、

分野横断的な幅広い観点から評価を実施する。



医薬品、医療材料における
イノベーションの評価

同
躙
旧
旧
日

前臨床



現状の医薬品・医療機器開発の問題点

0日 本発のシーズであるにもかかわらず、欧米での臨床試験口開発が先行し、日本の患者がその思恵

を受けるのが欧米より遅れるケースもある → 患者・国民の理解が得られない。

ヽ時
ヘ ノア ヤ

~‐
‐
‐
栞

早期臨床試験実施

ドラッグ・ラグ、デバイス・ラグの解消による革新的医薬品の創出等について

1.世界に先駆けた

革新的医薬品等創出

2.世界で先行している
未承認薬等への対応

回

3.医療機器審査の
合理化

(医療機署の審査迅速化アクシヨンプログラム)

(平成20年 12月厚生労働省策定)

(2-¬ )早 期申請による早期承認

(2-2)

:爵甍嚢奎壼襲 整三菱菱憂藍墓奎≡綴憂妻壼萱萱:I:I:I
興
PM明
:      理 憂菱萱壼ittII

(医政局)|む驚 竜議翡託#&撃磐莞l鳳
題と新た凛■響出

(医政局・医薬食品局)



新医薬品の薬価算定方式

「新薬創出口適応外薬解消等促進加算」とは

口革新的な新薬の創出や適応外薬等の開発を目的に、後発

品のない新薬で値引率の小さいものに一定率までの加算を

行うもの。
※これにより、実質的に薬価を維持

・加算の条件としては、国が適応外薬等の開発を要請(※)した
企業にあっては、その開発に取り組むこと。
※f医療
上の必要性の高い未承認薬・適応外薬検討会議」における検討結果を踏まえて行

つ

・後発品が上市された後は、薬価からそれまでの加算分を一

括して引き下げる。

類似薬のないもの

①類似薬効比較方式(1) ③原価計算方式

製造(輸入)原価

販売費、一般管理費

営業利益

流通経費

消費税等

①補正加算

画期性加算   70γ 120%

有用性加算 (1)35～ 60%

有用性カロ算 (Ⅱ)5～ 30%

市場庄加算 (1)10～  20%

市場陛カロ算 (Ⅱ)    5%

小 児 加 算    5～ 20%

④外国平均価格調整: ④外国平均価構調整| ④外国平均価格調整
・1.5倍を上回る場合は
引下げ調整
・0,75倍 を下回る場合は
引上げ調整

・1.5倍を上回る場合は
引下げ調整  ′

・1.5倍を上回る場合は
引下げ調整
・0.75倍 を下回る場合は
引上げ調整

⑤規格間調整

(注)有用性の高いキット製品については、上記⑤の後、キット特徴部分の原材料費を加え、加算(5%)

28



新規保険医療材料の価格算定

類似機能区分
のあるもの

類似機能区分
のないもの

9後 発医薬品の使用状況について

1外国1平均価格0111も11
倍を超椰 場合は1:
:1倍に相当する額■

・

29



後発医薬品シェアの推移

後発医薬品の数量シェアは、近年上昇しているが、平成24年度の30%の 目標を踏ま
え、引き続き使用促進を図る必要がある。

単位:%
250% 1

嘘%
16。8%

◆
‐ ‐ ‐ ~ ‐ ‐ ‐

~ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐
~ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ◆

~ ‐ ~ ‐ ~ ‐
‐ ~ ‐ ~ ‐

‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐
‐ ‐ ‐ ◆

20.0%

15.0%

10。0%

5.0%

0.0%

一

―

十

１

― 数量ベース
―◆‐金額ベース

7.60/0

平成17年9月 平成19年9月 平成21年9月

厚生労働省調べ

各国のジェネリック医薬品シエア (2009)

国  名
ジェネリック医薬品シエア (単位 :%)

数   量 金   額

日  本 20.2 7.6

ア メ リ カ 7 2 1 4

イ ギ リ ス 6 5 2 6

ド イ  ツ 6 3 2 4

フ ラ ン ス 2 3 1 2

(注)諸 外国の数値については、出典及び定義に差異があるため、単純に比較はできない。

(出典)日本 :厚生労働省 2009年9月薬価調査
アメリカ、 イギリス、 ドイツ : :MS HeaLh,M:DAS,Market Segmentaloni RX only:Dec MAT 2009
フランス:フランス政府・医療用品経済委員会(CEPS)報告

<参 考 :欧米における事情>

○米、独、仏 :医師がジェネリック品に代えても良いかどうかを選択できる処方せんとなっている。

代替不可と書かない限り先発医薬品に代えてジェネリック医薬品を調剤することが可能。

○英 :一般名処方が広く普及している。

○独 :外来薬剤費の 1割 を患者が負担することになっているが、これに加え、薬剤費が
一定価格

(先発品とジエネリック品の価格の間で設定される参照価格)を 超過する分についても患者が負担。

○仏:ジェネリツク医薬品の使用を推進する観点から、2003年10月以降、
一部の先発品を選んだ場合、 差 額を患

者負担化
                30                         59



薬価基準収載品目の分類別の品目数及び市場シエア

(平成21年 9月 薬価

・品目数は平成22年 4月時点。但し、名称変更による旧名称品(経過措置移行品目)は含まない。
・数量シェア及び金額シェアは平成21年 9月調査時の数量、薬価による。
・「その他の品目」は、薬事法上先発医薬品と後発医薬品との区別ができない昭和42年 以前に承認された 医 薬品等(

血液製剤等)。

○後発医薬品が存在しない先発医薬品や先発医薬品と後発医薬品との区別ができない品目が 数量シェ

アで43.5%存 在し、これらは後発医薬品への置換えはできない。

:○平成24年 度の政府目標である後発医薬品の数量シェア30%の 目標値は、残り56.5%の うち、過半数
60L

調査 )

品目数 数量シェア 金額シェア

先発医薬品
後発品なし 1,894 18.90/o 47.8%

後発品あり 1,469 35.90/o

後発医薬品 6,778 7.60/o

その他の品目 4,164 24.60/o 8。70/o

『平成24年度までに、後発医薬品の数量シェアを30%(現状から倍増)以上』という政府の目標達成に向け、患者及び医療

関係者が安心して後発医薬品を使用することができるよう、①安定供給、②品質確保、③後発品メーカーによる情報提供、

④使用促進に係る環境整備、⑤医療保険制度上の事項に関し、国及び関係者が行うべき取組を明らかにする。

□

囲

0安 定供給の指導め徹底
。医療関係者からの苦情の受付、メーカ■の指導・

●納品までの時間短縮
・卸への翌日までの配送100%(19年 度中)・卸に在庫がない場合t卸への貝p日配送 75%(20年 度中)

●在庫の確保
・社内在庫・流通在庫1か月以上 (19年度中)・ 品切れ品ロゼロ (21年度中)

医療現場の声

発注から納品までに

時間がかかることがあ
る

等

医療現場の声

一部の後発品は、溶

出性・血中濃度が先発

品と異なるのではない

か

等

O後 発品の品質に関する試験検査の実施 ・結果の公表
。注射剤等を対象に、不純物に関する試験を実施
・後発品の品質に関する研究論文等を収集整理し、また、「後発医薬品相談窓口」に寄せられた品質に関する意見
等を検討の上、必要に応じ、試験検査を実施。

0-斉 監視指導の拡充 ・結果の公表
・都道府県及び国の立入検査によるGMPに基づく指導 ・検査指定品日の拡充

●品質試験の実施・結果の公表
・ロット毎に製品試験を実施(19年度中)
。長期保存試験など、承認要件でない試験についても、未着手のものは、年度内に着手(19年度中)

●関連文献の調査等
・業界団体において、後発品の関連文献を調査・評価し、必要な対応を実施(19年度中)   61



・MRの 訪間がない .
0「
先発メ
ーカーに聞い

て欲しい」など情報が
先発メーカー頼み

等

0添 付文書の充実を指導   ‐
・添付文書には、添加物、生物学的同等性試験データ、安定性試験データ、文献請求先等を記載銘 こと
:20年1月末までに改訂  ■ ‐後発品メーカーは、自主的に、19年12月までに前倒し対応

O後 発品メーカーの情報提供体制の強化を指導

●医療関係者への情報提供
・試験データ、副作用データについて、ホームページヘの掲載等、資料請求への迅速な対応 (19年度中)

0ポスター・バンフレッHこよる普及啓発
者。国民向けポスター・パンフレットの作成・配布 (19年度～)  :

●「ジェネリック医薬品Q&へ」を医療機関へ配布。新聞広告

0都 道府県レベルの協議会の設置
県レベルにおける使用促進策の策定・普及啓発を図るため、医療関係者、

0後 発品の品質に係る情報等にカロえ、先発品雄 発品の薬剤料の差に係る情報を患者に文書tこより提供し、患者の同意を得:
て (18年度～)

0処 方せん様式を再変更し:「変更不可」欄に医師の署名がない場合に変更調剤を可能に(20年度～)

0薬 局において、後発医薬品の調剤数量の割合に応じて段階的に調剤報酬上評価(22年度γ)

0医療機関においてt後発医薬品を積極的に使用する体制が整備されている場合に診療報酬上評価(22年度～)

○厚生労働省令等において、保険薬剤師による後発医薬品に関する患者今の説明義務並びに調剤に関する努力義務、保
こよる後発品の使用に関する患者への意向確盟などの対応の努力義務を規定(22年度～)         162

O後 発医薬品を含む調剤を診療報酬上評価(14年度～)

「後発医薬品の安心使用促進アクションプログラム」の実施状況について(概要)
平成23年 7月 29日

Or後 発医薬品の安心使用促進アクションプログラム」(平成19年10月15日策定)に掲げる主な項目の実施状況(平成23年3月末現在)は、以下の通り。

O後 発医薬品メーカーが取り組むべき項目については、日本ジェネリック製薬協会(GE薬協)の協力を得て、同協会の会員会社における実施状況を
取りまとめたものである。(調査対象会社 :43社、調査対象期間:平成22年4月1日～平成23年3月31日)

こ在庫がない場合、卸業者への即日配送75%

切れ品ロゼロ(平成21年度末)
品切れ品目あり     0社  14件 (1年間の黒計)
※畠切れ件徴は着実に減っているが(20.…14社34件 、21・・10社 22件 )、日標遭威に向けて

きらに取り組みを徹嗜することとする。

長期保存試験等、承認条件でない試験について、未着手の場
合、年度内に100%着手するとともに、医療関係者等の求めに応
て、速やかに試験結果を情報提供(平成19年度末)

うち試験終了品目数     3,064品 目(5996)
無包装状態安定性試験対象品目数 3,149品日(すべて着手済)

再評価指定品目について、品質再評価時標準製剤の溶出
ロフアイルと同等であることを定期的に確認するとともに、医療関

係者等の求めに応じて、速やかに試験結果を情報提供

品質再評価適用品日数     1,892品 目

うち溶出プロフアイル確認済品日数 1,381品日(99%)

インタビューフォーム、配合変化試験データについて、自社ホーム
―ジヘの掲載を含め、資料請求に対する迅速な対応を確保

インタビューフォーム及び配含変化試験データを含め、アクションプログラ
ムで掲げた8項目の情報について、医療関係者からの資料請求に対す
る100%の情報提供体制を確保

0「 ジェネリック医薬品情報提供システム」の運用を開始し、より迅速かつ円

後発医薬品の注射剤等を対彙に、製剤中に含まれる不純物に関

する試験等を実施するとともに、後発医薬品の品質に関する研究

論文等を収集・整理し必要に応じて試験検査を実施

0品 質に関する研究論文等を踏まえ、日立医薬品食品衛生研究所等にお
いて溶出試験検査等を実施し、その試験結果をホームページにて公表

・後発医薬品の普及に資するポスター等の作成

・都道府県レベルにおける使用促進策策定

。地域レベルで使用されている後発医薬品リストの医療関係者間

の共有の推進 ~           32

0政 府インターネットテレビによる広報の実施

042の 都道府県で協議会を設置し、後発医薬品の使用促進に関する検
討、取り組みを実施

O都 道府県における先進的な取り組み事例について、その内容・効果等に
関する調査研究を実施

11の都道府県において、後発医薬品の採用基準等を地域(■ 有するた
めの「後発医薬品採用ノウバウ普及事業」を実施。


